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高齢化等が進展する郊外住宅地域では，今後通常の行政サービスだけでは増加する住民ケアのニーズを

満たせなくなる可能性が高い．一方ボランティアや民間ビジネスを通じてその解決をはかるにも限界があ

る．本研究では住民が潜在的に有している「互助」意識の顕在化を促進するインセンティブとして効用す

る要素の把握を行い，自律的・持続的な地区内サポートの成立可能性について検討した．分析の結果，地

区内サポートに対する実施者・関心者において600円未満といった一定の対価提供が意識醸成に寄与する

可能性があることが示された．また関心者・無関心者においては，能力・知識の獲得や活動を通じた他者

への認知といった自己に対してメリットが見込まれることが意識向上に重要となることが明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

人口減少・少子高齢化の急速な進行1),2)等により社会構

造の大きな変化に直面している我が国では，住民の地域

福祉活動等により地域社会を支える取組といったように，

高齢者や子育て世代を含む人々にとって安心かつ快適な

生活環境づくりが大きな課題となっている．その一環と

して，平成26年8月1日より都市のコンパクト化を促進す

るための改正都市再生特別措置法が施行3)，あわせて

「健康・医療・福祉のまちづくり推進ガイドライン」が

公表4)され，超高齢社会への対応方策指針が示されてき

た．しかしそれらは漠然とした概念の提示に留まってお

り，「誰が，どこで，どのように担っていくのか」とい

った緻密な地区レベルでの実践に落とし込むための具体

的方策に関する議論は十分になされていない．  

従来，人々の自立した日常生活を保持・向上させる仕

組みは家族や地縁をベースとした住民による相互扶助が

その役割を果たしてきた．しかし生活圏の拡大や急速な

技術発達に伴う近所づきあいの希薄化等により，その取

組は大きく減退している．一方，以前はその認知度が十

分ではなかったボランティア等が活発化し，かつての住

民による相互扶助の一部を担うまでに成長を遂げた．従

来のボランティア活動は自発性や無償性，公共性等の要

件に基づき，多岐分野における各ボランティア活動の決

定要因・継続意図に関する研究等が多く存在する5),6)．他

にも，ソーシャル・キャピタルや地域愛着といった心理

的要素とまちづくりとの関連性を示したもの等がある7-9)． 

しかし，近年では「有償ボランティア」のように従来

の原則に反した形態も広く受け入れられ，従来のボラン

ティア活動の特徴だけでは社会的に必要とされる活動量

を満たすことは困難な状況である．実際に近年，中高年

齢層の高齢者の中でも元気に活躍する「アクティブシニ

ア」が地域を支える新たな担い手として期待が寄せられ

ているが，活動的な高齢者は地域のことよりもむしろ趣

味・娯楽等といった自己実現のための活動に力を入れる

傾向にあることが明らかとなっている10)． 

一方，高齢者のサポート業務等には営利企業の参入も

当然見られるが，あくまで儲かる範囲でしか取り組まれ

ることはない．またコミュニティビジネスという名称で，

地域経済の中に各種の住民活動自体を位置づける取組も

検討が重ねられてきた11)が，営利企業並みの賃金払いを

前提とした仕組みの成立には至っていない．一時的な補

助金等によってこれらが参入可能となっても，それだけ

では持続的な対応が保証されるわけではない． 
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以上のように，無償のボランティアや利潤が前提の営

利企業等による活動だけで，今後地域で増幅するニーズ

を満たすには限界がある．このような状況下で超高齢社

会に対応していくには，従来機能していた住民の相互扶

助について見直し，それを自律的・持続的活動となるよ

う仕組みを再構築し，補助的ではあっても一定の役割を

果たせるような第三の方法が一つの考え方として想定さ

れる．たとえば交通分野では規制緩和を通じ，活動者へ

多少の対価を支払うことを容認した福祉有償運送が導入

され一定の役割を既に果たしている12)．本研究では公共

的な役務としての住民の相互扶助のニーズが担い手と受

け手側の双方に将来多量に潜在していることに着目し，

それらの顕在化を促進するインセンティブとして作用す

る要素を把握することにより，将来の社会の有り様を地

区の視点から大きく改善できるのではないかと考える． 

よって本研究では，超高齢社会に自律的・持続的に対

応するための住民の相互扶助を前提とした第三の方法の

成立可能性について客観的に吟味することを目的とする． 

 

 

2. 本研究の内容と特長 

 

本研究では，今後改めてその必要性・重要性が高まる

と考えられる住民の相互扶助に関して，自律的・持続的

な仕組みを成立する際に効果的となりうる要素について

明らかにする．ここでは町丁目スケールといった地区レ

ベルの範囲において，一般住民が資格等を所持せずとも

取り組むことができる住民による相互扶助活動を「地区

内サポート」と定義し，以下の内容を通じて地区内サポ

ートの成立に寄与する要素ついて考察を行う． 

 研究の内容として，まず3.では対象地区と使用データ

について説明する．4.ではアンケート調査の結果から地

区内サポートの活動実態と住民の将来意向を把握する．

次に5.では現在の地区内サポートへの取組状況の違いを

基に，活動の成立に関わる要素について把握する．その

上で6.において各要素が住民の地区内サポートに対する

意識にどのような影響を与えるのか，数量化分析により

把握を行う．最後に7.では得られた成果をまとめる． 

なお，本研究の特長は以下のとおりである． 

1) 通常の行政サービスだけでは対応しきれない住民

ケアのニーズにおいて，既存のボランティアや営

利企業を通じた解決にも限界がある中，活動者の

認証行為や少額報酬等という簡単な支援によって

自律的・持続的な仕組みの成立可能性が見込まれ

る「住民の相互扶助」活動に着眼点を置いている． 

2) 地区内サポートへの取組状況の違いまで考慮し，

各状況下の住民が活動を促進させるために重要と

考える複数の要素について総合的・定量的な分析

を行っている． 

3) 地区内サポートにおける住民の段階的な状況に基

づいて活動の成立可能性に寄与する要素の検討を

行うことにより，今後少子高齢化が各地で顕在化

する我が国において地区レベルでの実践的取組に

向けた実用性の高い情報を提供できる． 

 

 

3. 対象地区と使用データの概要 

 

本研究では茨城県南部の牛久市を対象とする．人口約

8万3千人，首都東京から北東へ約50kmに位置し，昭和40

年代から東京のベットタウンとして発展してきた．現在，

団塊世代の高齢化に伴う少子高齢化が顕著である．一方

で市北西部ではJRひたち野うしく駅を中心とした住宅開

発が現在も行われ，子育て世代の若年層が多く流入して

いる．このように，地区レベル（町丁目）の年齢階層別

人口割合の差異が大きく，特性の異なる地区を比較検討

する上で好都合である． 

本研究では，地区内サポートにおいて住民の現在の取

組状況や住民の意識，また将来における住民の意向等と

いった実態を踏まえた上で，地区内サポートの成立可能

性を向上させうる要素について考察を行う．このため，

本研究では市内5地区を対象に住民アンケートを実施し

た．調査概要を表-1に示す． 

調査では16歳以上の世帯構成員から最大2名に回答す

るよう指示し，住民の相互扶助活動としての地区内サポ

ートに対する意識について尋ねた．ただし「住民の相互

扶助」というキーワードだけでは，活動領域や内容等の

解釈が個々人で異なることが予想される．そこで本調査

票には，地区内サポートの活動内容として表-2で示す6

つの具体的内容を提示した上で，活動状況や意識につい

て尋ねている．なお対象地区については表-3に示すとお

り，高齢化率等の地区特性が異なる地区を選んでいる． 

 

表-1 アンケート調査概要 

対象地区
栄町1丁目・栄町5丁目・ひたち野西1丁目

・神谷2丁目・中央5丁目

配布・回収 ポスティング・郵送回収
実施期間 2014年11月10日～11月30日
配布部数 1,734世帯・3,468部

世帯回収率 21.1%  
 

表-2 本研究で扱う地区内サポートの活動内容一覧 
 1)外出困難な方への送迎
 2)在宅介護など，身の回りの世話
 3)高齢者宅への定期訪問などの，地域での見守り活動
4)地域内高齢者などとの交流活動（ふれあいサロン，昼食会等）

 5)健康づくりに関する活動の補助（健康相談会，健康体操教室等）
6)子育て支援（託児サービス，子育てサロン等）  
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表-3 調査対象地区の概要 

対象地区 世帯数 高齢化率 各地区特性

栄町1丁目 280 40.0%
1戸の面積が大きい戸建て住宅
が多く立地．

栄町5丁目 56 40.0%
戸建て住宅，マンション等と店
舗が混合して立地．
市役所等の公的施設が隣接．

ひたち野西
1丁目

409 3.5%
ニュータウン開発による人口流
入が著しい．

神谷2丁目 822 23.2% 密集した戸建て住宅地．

中央5丁目 232 20.7%

鉄道駅前に広がる住宅地．
戸建て住宅と小規模マンション
・アパート等が混合して立地．
月極駐車場等が散在．

世帯数・高齢化率はともに2015年3月31日現在  

 

4. 地区内サポートの活動実態と将来意向 

 

まず，地区内サポートの活動実態を把握するため，住

民による取組状況を図-1に示す．ここから，回答者の9

割以上が地区内サポートに取り組んだことがないことが

明らかとなった．しかしその中でも約2割の住民が，地

区内サポートに対して興味を抱いていることが窺える． 

続いて，地区内サポートに関する住民の意識を把握す

る．市域での高齢化率がピークに近づく10年後を回答者

に想定してもらい，個人として地区内サポートにどの程

度取り組める可能性があるかを尋ねた．結果を図-2に示

す．なお分析では10年後に26～69歳で地区内サポート活

動者となる年齢層（回答時点で16～59歳の住民）のサン

プルを抽出し，その中から前章の表-2で示した6つの地

区内サポートの活動内容のうち1つでも「活動できる」

と回答したものを使用している．図-2より，住民の週活

動可能時間には一定のばらつきがあることが確認できた． 

 

 

5. 地区内サポートの成立に関わる要素 

 

 次に，地区内サポートの成立を促す要素について把握

する．ここでは，前章の図-1より示している地区内サポ

ートを現在実施している者（以下，実施者），未実施で

はあるが地区内サポートに対して関心のある者（以下，

関心者），未実施かつ関心のない者（以下，無関心者）

の3群を用い，各居住者が考える地区内サポートに対す

る意識について各群別に明らかにする．なお，「地区内

サポートに過去取り組んでいた」と回答したサンプルに

関しては，上述した3群とは時間軸が異なる回答内容で

あるため，対象から予め除外している．まず，地区内サ

ポート活動を進めるために必要と考えられる各要素につ

いて図-3に示す．ここから以下のことが明らかとなった． 

1) 地区内サポートへの取組状況の違いに限らず，

「（活動に取り組むための）専門的知識」を除く 

6.7%

3.1%19.1%71.1%

100% 50% 0% 50% 100%

実施

過去に実施

未実施・関心あり未実施・関心なし N=418

※無回答を除く  

図-1 地区内サポートの取組状況 

 

21.5% 17.9% 20.9% 22.6% 17.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間未満 1～2時間未満 2～3時間未満 3～4時間未満 4時間以上

N=340

※無回答を除く  

図-2 地区内サポートへの10年後の週活動可能時間 

 

全ての要素において65.0％以上の者が各要素につい

て必要と回答しており，地区内サポートの成立に

一定の影響を及ぼす可能性のある要素としていず

れも無視できないものであることが示された． 

2) 最も必要と答える割合が高い要素は，3群ともに

「自由な時間」であった．他人を手助けする地区

内サポートの実施には各個人の日常生活以外の時

間を要することから，この結果の妥当性が窺える． 

3) 全体として，地区内サポート実施者が3群の中で各

要素の必要性を高く認識していることが窺えた．

また関心者，無関心者と取組状況が浅い段階にな

るにつれ各要素の必要性が低くなる傾向が窺える． 

4) 実施者においては，「自由な時間」に次いで「一

緒に取り組む人」の存在が92.9％と高く，「情報提

供」と「取り組むための場所」が85.7％と後に続く．

一方関心者においては「情報提供」が89.9％，「取

り組むための場所」が83.8％となっており，地区内

サポートの取組状況によって必要性が高くなる要

素に違いが見られることが分かった． 

 続いて，地区内サポートの取組状況別に，居住者が考

える地区内サポートに対する意識について図-4に示す．

ここから以下のことが明らかとなった． 

1) 地区内サポートが住民相互の「交流機会となる」

という項目では，そう思う割合が実施者・関心者

で8割，無関心者でも7割を超え，活動が交流機会

となるという認識がなされていることが窺える． 

2) 一方で「活動をこなすことが大変」，「人との関

わりあいに億劫さを感じる」という項目について，

そう思うと回答する割合は無関心者が最も多い． 

3) 2)のように無関心者の感じる負荷が大きいことが，

実施者・関心者ではそう思うと回答する割合が7割

を超える「充実感が得られる」という項目におい 
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図-3 地区内サポート活動を進めるために必要な要素 

 

て，無関心者は6割を下回るといった結果に繋がっ

ているのではないかと類推される． 

また無形の公共財に対する経済的価値の推定には， 

CVMによる多くの研究蓄積がある13,14)が，ここでは「地

区内サポートを自発的に行う者に報酬が支払えるとした

場合，それはいくらぐらいになると考えるか」という設

問を用いて地区内サポートの支払対価を尋ねた．その結

果を図-5に示す．ここから，実施者・関心者においては，

一般的な労働の時給よりはずっと安い「600円未満」ま

での金額を回答する者で5割を超えることが分かった．

これにより，少額の報酬支援があれば住民の相互扶助意

識は活性化される余地があることが示された．一方で無

関心者においては600円以上を回答する割合で約6割を占

めており，特に800～1000円未満と一般的な労働の時給 
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※無回答を除く（*5%有意）  
図-4 地区内サポートに対する考え 

 

額に近い金額を回答する割合が最も高かった．これによ

り，少額の報酬による支援で得られる効果は地区内サポ

ートの取組状況によって変動することが示された． 

 

 

6. 取組状況に応じた地区内サポートの成立要素

における分析 

 

 続いて，地区内サポートの成立要素について明らかに

する．ここでは地区内サポートの取組状況に応じて何の

要素が影響を及ぼしているのか，地区内サポートにおけ 
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※無回答を除く  

図-5 地区内サポートへの支払対価（1時間当たり） 

 

る実施者・関心者・無関心者を被説明変数とした数量化

II類分析を行う．本来であればまず地区内サポートの実

施者と未実施者（地区内サポートを行っていない者）の

2群において各属性の特徴を捉えることが必要である．

しかしその分析では実施者・関心者・無関心者における

モデルよりも低い相関比が示されることが分析過程上で

明らかとなっている．よって実施者・関心者と関心者・

無関心者という2種類の2群分析を行う．各結果を図-6，

図-7に示す．ここから以下のことが明らかとなった． 

1) 図-6より，実施者にとって600円未満の一定の対価

提供が地区内サポートを進めるために必要な要素

と考える傾向にあることが明らかとなった． 

2) 他にも程度はわずかではあるが，地区内サポート

を行うことにより「充実感が得られる」や，住民

同士の「交流機会となる」といったインセンティ

ブが，実施者に影響を与えていることが窺えた． 

3) また，地区内サポートに対する「周囲の理解」や

「自由な時間」といった要素も，地区内サポート

の実施に影響があることが示された． 

4) 図-7より，関心者においても図-6の実施者と同様に

600円未満の支払対価が影響することが読み取られ，

少額の支払対価により地区内サポートに対する意

識の活性化につながる可能性が窺えた． 

5) また関心者において「能力・知識が得られる」が

影響する傾向が明らかとなった．関心者自身の向

上につながる要素の有無が地区内サポートを実施

する意思決定を行う判断材料になることが窺える． 

6) さらに関心者は「市内広報誌をよく見る」傾向に

あることから，地区内サポートに関する情報掲載

も地区内サポートを促進させるには一定の効果が

見込まれるのではないかと思われる． 

7) 「活動をこなすことが大変」と感じる者が無関心

者となる傾向が窺えた．一方で値はわずかだが

「頑張りを認めてもらえる」ことが無関心者が地

区内サポートに考える要素である傾向が窺えた． 

標本数 レンジ

男性 42
女性 41

～20代 4
30代 15
40代 15
50代 16
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有職者 46
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図-6 数量化II類分析による実施者，関心者の判別結果 

 

7. おわりに 

 

本研究では，高齢化に伴って各郊外住宅地で必要度が

高まる各種のサポートについて住民による現在の活動実

態と将来意向を示した上で，住民の相互扶助意識の活性

化に重要視される要素について，地区内サポートの取組

状況別に検討した．得られた成果を以下に示す． 

1) 現在地区内サポート未実施者が約9割である一方，

10年後地区内サポートへ活動できる意向を示す住

民は一定数存在することが確認できた．この現状

を認識し，住民の将来意向を汲み取った地区内サ

ポートの仕組みを如何に成立できるかが今後の超

高齢社会への対応には重要である． 

2) 地区内サポートの取組状況別に活動成立の必要要

素をみると，実施者・関心者ともに一定の対価提

供が地区内サポートの意識を醸成させる可能性が

示唆され，約5割の者が一般的労働時給額よりも低 
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図-7 数量化II類分析による関心者，無関心者の判別結果 

 

額な600円未満の対価でも活動すると回答している． 

3) 関心者は「能力・知識が得られる」ことが影響す

る傾向にあることから，関心者が求める要素と活

動内容とのマッチングを図ることが重要である． 

4) 無関心者においては，活動に対する大変さが阻害

要因となる一方で，頑張りが認められることが活

動を行うための要素となる傾向が窺えた． 

5) これらのことから，地区内サポートの未実施者で

ある関心者・無関心者においては，自己に対して

メリットが見込まれるという要素が，地区内サポ

ートへの参加意識を向上させるのに重要な要素で

あることが定量的に示された． 

 地区内サポートの自律的・持続的な仕組みの成立には，

上述のように個々人の取組状況によって求める要素が異

なることを認識することが重要であることが分かった．

各自が活動に求める要素と活動内容とのマッチングを如

何にスムーズに実践できるかが，今後の課題である． 
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